
 
 

 

オーストラリア、日本、ニュージーランド、英国、米国による「ブルーパシフィックに

おけるパートナー（Partners in the Blue Pacific）」の設立に関する声明 

より効果的で効率的な太平洋島嶼国の優先事項を支援するための新たなイニシアティブ 

 

太平洋島嶼国地域は、地球の表面のおよそ 5分の 1を占め、気候危機から新型コロナウ

イルスの流行、ルールに基づく自由で開かれた国際秩序への圧力の高まりに至るまで、

喫緊の課題の多くを抱えている。このような背景から、地域における行動の主要な推進

者である太平洋諸島フォーラムは、メンバーが「共通性を増している課題に取り組む際

には地域全体として」対応することにコミットした。 

 

我々―オーストラリア、日本、ニュージーランド、英国、米国―もまた、太平洋地域の

繁栄、強靱性及び安全を引き続き支えるため、より緊密に協力して我々の集団としての

強みを活かさなければならない。このため、我々の政府は 6月 23日と 24日に高官をワ

シントン D.C.に派遣し、太平洋島嶼国の公館長及びフランスやオブザーバーとしての

EUを含むその他パートナーとの協議を行った。これらの会議は、太平洋諸島フォーラ

ム事務局との協議を含む、太平洋地域のパートナーとの議論に続いて行われた。本日、

我々５か国は、太平洋の優先事項をより効果的かつ効率的に支援するための包括的かつ

非公式なメカニズムである「ブルーパシフィックにおけるパートナー（PBP）」を発足

した。 

 

この新たなイニシアティブは、この地域に対する我々の長年のコミットメントの上に築

かれるものである。オーストラリアとニュージーランドはこの地域に属する太平洋諸島

フォーラムのメンバーであり、日本、英国、米国は同フォーラムの域外国対話創設以

来、同フォーラムのパートナーである。我々は、太平洋島嶼国とは密接な人的つながり

を維持するとともに、長年の開発パートナーであり、この地域への開発援助額は合計

21億ドルに達している。我々は、太平洋の人々に利益をもたらす、地域を支援すると

いう共通の決意で結ばれている。また、我々は、太平洋の地域主義、主権、透明性及び

説明責任という原則、そして何よりも太平洋島嶼国からの助言の下、このビジョンを実

現する方途についても一致している。 

 

これらの原則を軸に、「ブルーパシフィックにおけるパートナー」は以下を目指す。 

 



 
 

１ 太平洋のためにより効果的かつ効率的に結果を提供する。 近く発表される太平洋諸

島フォーラムの「ブルーパシフィック大陸のための 2050 年戦略」に沿って、太平洋島

嶼国の優先事項を支援するために、５か国は共に、また個々に、既存の取組を強化す

る。そのために、我々は、太平洋のパートナーと協働する。我々は既存のプロジェクト

をマッピングし、リソースの調達、重複の排除及びギャップの解消を図りつつ、将来の

プロジェクトを計画し、太平洋島嶼国政府と太平洋の人々の負担の増大と機会の喪失を

回避する。これと並行して、我々の各政府は、この地域における個々の取組の志を高め

ていく。 

 

２ 太平洋地域主義を強化する。PBP は、我々の政府とのより強力かつ定期的な関与を

促進することにより、太平洋島嶼国政府および太平洋諸島フォーラムと、より緊密な関

係を構築する。地域アーキテクチャと我々各国の地域におけるアプローチの重要な柱と

して、我々は、強固で結束した太平洋諸島フォーラムを中心とする太平洋地域主義を更

に高めていく。 

 

３ 太平洋地域と世界との協力の機会を拡大する。PBP は、我々と太平洋地域における

価値を共有し、太平洋地域の人々のために建設的かつ透明性をもって活動しようとす

る、他のあらゆるパートナーによる太平洋への更なる関与を奨励し、促進する。PBP

は、その発展とともに、包括的かつ非公式であり続け、太平洋島嶼国に投資し、太平洋

島嶼国とのパートナーシップにコミットする同様のパートナーとの協力に対してオープ

ンであり続ける。世界に対しては、PBP は、国際フォーラムへの太平洋島嶼国の参加

を拡大する機会を特定する。 

 

我々は、あらゆる段階において、太平洋島嶼国からの助言を受ける。このパートナーシ

ップにおける取組方針と旗艦プロジェクトの選択の指針となる、太平洋地域からの助言

を求める。ブレアハウスを含むワシントンでの会合において、我々の政府高官と太平洋

地域の公館長は、気候危機、連結性と交通、海洋の安全保障と保護、保健、繁栄、教育

を含む、協力を深めるべき多岐に亘る分野について議論した。我々は、太平洋島嶼国政

府及び太平洋島嶼国主導の地域機関、特に太平洋諸島フォーラムとの関与を継続するこ

とにコミットする。我々の作業を、フィジーのスバで開催予定の太平洋諸島フォーラム

首脳会議の成果に合わせて進めていく。本年後半、米国が我々の進捗状況をレビューす

るために、パートナー国の外相を招く意向である。 

 


